
2023年版

EY新日本有限責任監査法人

2023年10月

日経225対象銘柄企業における
TCFD開示の動向分析



2023年版 TCFD開示動向分析 3

【参考】生成AI（GPT）によるTCFD分析 16

Appendix 22

Contents

page 2



2023年版 TCFD開示動向分析



2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

はじめに

2022年に引き続き、日経225対象銘柄の企業について、2023年8月末時点でのTCFD開示情報を集計し、

分析いたしました。今後のガバナンス体制の強化や経営戦略の立案、開示方針の検討などにご活用ください。
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2023年版 TCFD開示動向分析

| 調査方法について

調査対象企業 日経225対象銘柄（2023年8月31日現在）

調査対象媒体
有価証券報告書、コーポレートガバナンス報告書、統合報告書および

これらの報告書などでリンク先が示されている企業のWebサイト

調査集計方法

EYに所属するメンバーで調査対象媒体のTCFD開示情報を集計し、分析いたしました。

なお、選択肢のいずれにも当てはまる場合には重複して集計しているため、

母数の合計が225以上となっている場合があります。



EY’s view
TCFDに基づく開示は初年度であり、今後改善が望まれる

• コーポレートガバナンスコード
の改定を機にプライム市場に
上場する企業はTCFDに基づく
開示義務化

• 各社2022年5月の株主総会
以降TCFDに基づく開示を開始

TCFDに基づく開示が
どの程度なされてい
るか日経225企業を
対象に調査を実施

• 2023年3月より有価証券報告

書において、サステナビリティ
への取り組みの開示義務化

TCFDに基づく開示が
昨年度からどの程度
充実し、改善されたの
か日経225企業を対
象に再調査を実施

前年度 2022 当年度 2023

EY’s view
サステナビリティへの取り組み開示義務化や、TCFDに基づく
開示2年目であることから記載の充実が期待される

日経225企業のTCFDに基づく開示を再調査

前年度のTCFDに基づく開示からどういった変化があるかとい
う点に着目

2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

TCFD開示分析の目的
2023年版 TCFD開示動向分析
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2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

ガバナンス － 気候変動パフォーマンスと報酬の関連性

ガバナンスについて、気候変動関連目標に対するパフォーマンスはガバナンス責任者の社内報酬制度と

関連していますか?

2023年版 TCFD開示動向分析

89社（40%）

55社（24%）

66社（29%）

15社
（7%）

Q.

はい

いいえ

不明

その他

81社（36%）

93社（41%）

7社（3%）

47社（21%）

前年度 当年度

• 依然として、ガバナンス責任者の報酬額と関連付けられていることが

開示から明らかな企業は低い状況ではあるが、若干の改善が見受けられた

当年度
36%

前年度
24%
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2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

戦略 － シナリオ分析
2023年版 TCFD開示動向分析

• シナリオ数は前年度に引き続き2℃以下シナリオ、

または4℃シナリオの2つが大多数

シナリオ分析は

していない
1つ

2つ

3つ

4つ以上

その他

150社（67%）

17社
（8%）

8社（4%）

146社（69%）

20社
（9%）

17社
（8%）

17社
（8%）

シナリオ分析について幾つのシナリオを検討していますか?Q.

前年度 当年度

8社（4%）

12社
（5%）

22社
（10%）

20社
（9%）

13社
（6%）

シナリオ分析は
していない

1つ
2つ
3つ
4つ以上

その他

前年度と当年度 重要な変化なし
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2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

戦略 － シナリオ分析
2023年版 TCFD開示動向分析

0 20 40 60 80 100 120

IPCC（シナリオの詳細は不明）

「RCP2.6」（IPCC AR5）

「RCP8.5」（IPCC AR5）

IEA（シナリオの詳細は不明）

「Reference Technology Scenario」（IEA ETP2017)

「Stated Policies Scenario」（IEA WEO2019）

「Sustainable Development Scenario」（IEA WEO2019）

前年度

当年度

＊1 IEA: International Energy Agency（or 国際エネルギー機関）

＊2 IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change（or 気候変動に関する政府間パネル）

シナリオの根拠となるデータソースは何ですか?Q.

• シナリオのデータソースとしてIEA＊1や
IPCC＊2シナリオを採用

• 設定期間としては、短期1年から3年、
中期4年から10年、長期21年～30年と
捉えているのがスタンダード

• 2030年までと2050年までのフェーズで
開示している企業が大多数

• 前年度の分析結果と比較して傾向に特に
大きな変動はない

当年度と前年度

重要な
変化なし
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2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

戦略 － リスク・機会の前年度からのアップデート
2023年版 TCFD開示動向分析

• 変更点を具体的に説明した企業は10%未満

“具体的な説明”のGood事例

• リスク分析の対象とした事業部のスコープを

広げ、より網羅的なリスク・機会の識別をした旨

を記載

• 最新の気候データや政策に基づき、

分析に使用するシナリオを刷新した旨を記載

記載なし
181社（80%）

変更点を具体的に記載
16社（7%）

変更している旨は

記載があるが変更
点は記載なし11社

（5%）

その他
17社（8%）

リスクと機会が前年度からアップデートされている点を説明していますか?Q.
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昨年度からの変化点を言及している企業は僅少



2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

戦略 － 移行計画・ロードマップ
2023年版 TCFD開示動向分析

簡素な記載あり
67社（30%）

記載なし
107社（48%）

詳細な記載あり
49社（22%）

その他
2社（1%）

• 簡素ながらも記載をしている企業、記載を充実させ

ている企業が一定数ある

• 一方、全く開示をしていない企業が約半分を占め

ており、今後も改善が必要な開示項目である

戦略について、トランジション（移行計画）やロードマップといった時間軸を持った開示がされていますか?
（当年度新規項目）

Q.

移行計画・ロードマップについては、
今後も各企業において改善の余地あり
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定性的な開示のみ

一部定量的

広範囲にわたり定量的

開示なし

その他

2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

戦略 － リスク・機会の財務影響
2023年版 TCFD開示動向分析

93社
（41%）

44社
（19%）

29社
（13%）

48社
（21%）

14社
（6%）

80社
（38%）

27社
（13%）15社

（7%）

75社
（35%）

15社
（7%）

前年度 当年度

定性的な開示のみ

一部定量的

広範囲にわたり定量的

開示なし

その他

財務影響を開示している企業

定量的な情報を開示している
企業

識別されたリスク・機会について、財務影響についての開示はされていますか?Q.

情報の定量化を含め、
開示の充実化を図る企業が

着実に増加している

財務影響を開示している企業
（青枠）

前年度58%➡当年度73% UP

うち定量的な情報を
開示している企業（赤枠）

前年度20%➡当年度32% 大幅
UP
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2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

指標と目標 － ハイライト
2023年版 TCFD開示動向分析

62%

グループベース※でGHG排出量を
開示している企業の割合（当年度）

※連結財務諸表と同等の開示範囲

62%

スコープ3の排出量を
開示している企業の割合

57%前年度 当年度

52%

再エネ利用関連の指標を
開示している企業の割合

46%前年度 当年度 24%

機会に関する測定を
開示している企業の割合

23%前年度 当年度

12



2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

指標と目標 － スコープ3
2023年版 TCFD開示動向分析

0

20

40

60

80

100

120

140

160 前年度 当年度

スコープ3を開示している際のカテゴリーを記載してくださいQ.

• 開示している項目の変化は認められないが全体的に開示している企業数は増加傾向にある

• カテゴリー1および11は増加割合が高い

前年度から

全体的に増加
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総括的に開示
（2050までにネットゼロ等）

161
（71%）

開示はあるが不十分
14社（6%）

2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

指標と目標 － 定量的なGHG削減目標
2023年版 TCFD開示動向分析

3社（1%） 未開示5社（2%） その他8社（4%）

はい
202社
（89%）

いいえ9社
（4%） 詳細に開示

54社（24%）

温室効果ガス等の定量的な削減目標を開示して

いますか?
Q. 目標の達成時期の開示をしていますか?

（当年度新規項目）
Q.

当年度89%前年度83%
• 調査対象企業のうち、定量的なGHG削減目標を開示

する企業の増加
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2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

総合的な評価
2023年版 TCFD開示動向分析

充実した記載
28社（12%）

簡潔な記載
42社（18%）

必要十分な
情報開示あり

54社（24%）

ある程度情報開示あり
95社（42%）

• 各回答の全体の印象についての総合的な評価（※EYの

独自判断）は前年度から大きな変化なし

• 一方で、前項までの評価としては改善が見られる項目は

多数あり

（例: 気候パフォーマンスと報酬との関連性、識別したリスク・

機会の財務影響、スコープ3排出量、定量的なGHG削減目標等）。

ほぼ記載なし5社（2%） その他4社（2%）

総合的なTCFDの開示の状況を評価してください。Q.

一定の改善は見られるものの、TCFDに基づく開

示改善の余地があり、今後も充実した記載に
向けて継続した改善が期待される

（例: リスク・機会の前年度からのアップデート状況、移
行計画・ロードマップ、機会に関する測定等）。
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【参考】生成AI（GPT）によるTCFD分析



定量情報の開示に関する課題と生成AI（GPT）の活用（1/2）

TCFDにより、多くの企業が気候関連の情報開示に向けた取り組みを進めているが、定量的な情報の開示という

側面では依然として多くの課題が存在

【参考】生成AI（GPT）によるTCFD分析

TCFDにて提言された情報開示項目

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と目標

• 気候関連のリスクおよび機会に係る組織のガバナ
ンスを開示する

• 気候関連のリスクおよび機会がもたらす組織の
ビジネス・戦略・財務計画への実際の／潜在的な
影響を、それが重要な場合に開示する

• 気候関連リスクについて、組織がどのように識別・
評価・管理しているかについて開示する

• 気候関連リスクおよび機会を評価・管理する際に

使用する指標と目標を、それが重要な場合に開示
する

気候関連情報の活用における課題

TCFDの枠組み内での具体的な情報開示内容は形式化されたもの
ではなく、企業間の比較が困難

内容比較
の難しさ

• 各社の状況に合わせた取り組みが求められるため、
情報の記載箇所や記載内容について統一された基準
がなく、比較分析が困難

• 定量的な評価が行われるシナリオ分析においても、
財務報告ほどの統一された枠組みは存在しない

データ
収集の
難しさ

• 財務情報のように、取り組み内容の企業間比較をする
ための整理されたデータベースが存在しない

• 非定形データが複数含まれており、データの自動収
集・解析の枠組みを構築することが難しい

2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析17



定量情報の開示に関する課題と生成AI（GPT）の活用（2/2）

• GPTを活用することで、TCFD開示に必要な情報をより網羅的かつ効率的に収集

• AIと人間の協働により、気候変動によるインパクト分析の効率化を実現

【参考】生成AI（GPT）によるTCFD分析

収集 整理 分析 活用

ESGデータベース＊2
有価証券報告書

統合報告書 ＊1

Webコンテンツ ＊1

＊1 今後対応予定

＊2 今後クライアント様が直接参照できるかは検討中

EYオリジナルの
TCFDチェックリスト

プロンプトを
通じた対話

クライアント様
情報抽出・解釈

参照

協働

• ガバナンス情報
• 戦略
• リスク管理

• 指標と目標
• リスク機会

参照

テキスト生成

データ収集
の効率化

検討項目の網羅性の担保

人間とAIの協働によるTCFD開示の実現

TCFDレポート

GPT GPT

コンサルタント

予見、前提、アウトプットのアウトラインなど
をインプット

ESGデータベースを参照し、
TCFD開示内容のドラフトを生成

個社の事情や、人間しか行えない
実行フェーズを見据えたストーリーを構築

EY

EY

EY

2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析18



2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

食料品業界における生成AI（GPT）を使った分析例（1/3）

| 食料品業界＊における移行リスクのタイプ別取り組み状況

【参考】生成AI（GPT）によるTCFD分析

• 移行リスクとしては「市場」、「政策お

よび法規制」に関するものが大部分、

一部「評判」に関連するリスクの

想定も見られるなど食料品業界の

特徴が表れている。

A社

B社
C社
D社
E社
F社
G社
H社

I社
J社
K社
L社
M社

N社

O社

P社
Q社

R社

S社
T社
U社

＊EYでのGPTへのデータ取り込みが進んでいる食料品業界のデータに限定して分析を行っています。
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2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

食料品業界における生成AI（GPT）を使った分析例（2/3）

| 食料品業界＊における機会のタイプ別取り組み状況

【参考】生成AI（GPT）によるTCFD分析

A社

B社
C社
D社
E社
F社
G社
H社

I社
J社
K社
L社
M社

N社

O社

P社
Q社

R社

S社
T社
U社

＊EYでのGPTへのデータ取り込みが進んでいる食料品業界のデータに限定して分析を行っています。

• 機会としては、「資源の効率」、

「市場」、「製品及びサービス」に

関連するものが主に想定されており、

こちらも食料品業界の特徴が表れ

ている。
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2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

食料品業界における生成AI（GPT）を使った分析例（2/3）

| 食料品業界＊におけるリスクタイプごとの財務影響（利益／損失）のカウント

【参考】生成AI（GPT）によるTCFD分析

＊EYでのGPTへのデータ取り込みが進んでいる食料品業界のデータに限定して分析を行っています。

• 損失影響は主に、

「市場」、「政策および

法規制」から生じ、

それが「慢性」である

というものが多い。

• 利益影響は「資源の

効率」、「市場」、

「製品およびサービス」

の要因から生じると想

定されている。
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2023 225 TCFD年版 日経 対象銘柄企業における 開示の動向分析

コンサルティングファームにおいては先駆けて自社内での活用
Appendix ＜ 「生成AIの自社業務活用」としてプレスリリース（2023年6月5日）

EY Japan 2023年6月5日リリース、
ey.com/ja_jp/news/2023/06/ey-japan-news-release-2023-06-05-02
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EY |  Building a better working world

EYは、「Building a better working world ～より良い社会の構築を

目指して」をパーパス（存在意義）としています。クライアント、人々、

そして社会のために長期的価値を創出し、資本市場における信頼の

構築に貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロジーの

実現により信頼を提供し、クライアントの成長、変革および事業を

支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務および

トランザクションの全サービスを通して、世界が直面する複雑な

問題に対し優れた課題提起（better question）をすることで、

新たな解決策を導きます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワークで

あり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に独立

した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限

責任会社であり、顧客サービスは提供していません。EYによる個人情報の取得・

利用の方法や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が有する権利については、

ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバーファームは、現地の法令により禁止

されている場合、法務サービスを提供することはありません。EYについて詳しくはey.comを

ご覧ください。

EY新日本有限責任監査法人について

EY新日本有限責任監査法人は、EYの日本におけるメンバーファームであり、監査

および保証業務を中心に、アドバイザリーサービスなどを提供しています。詳しくは

ey.com/ja_jp/people/ey-shinnihon-llc をご覧ください。
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